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はじめに

　一般用ポリエチレン管（3種管・PE100　以下、管とする）は、軽量で柔軟性、耐食性、衛生性、長期耐

久性や耐震性に優れる第三世代ポリエチレン樹脂を用い、「海水取水・放流」、「地下水くみ上げ」、「消雪・

融雪」、「工場内冷却水」、「文化財消火」、「小水力発電用導水」等の幅広い用途に使用していただくことがで

きます。また、管と継手を組織的に一体化させるＥＦ接合及びＢＦ接合を採用し、信頼性の高いパイプライ

ンを構築できます。

　日本ポリエチレンパイプシステム協会は、管を管掌する団体として長年にわたり活動してまいりました。

この「技術資料」は、設計施工をご担当される皆様の便に供することを目的としています。この冊子をご愛

読いただき、管の特長を活かした、正しい配管設計をお願いします。
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　一般用ポリエチレン管は、長期耐久性、耐食性・耐酸性、地盤変位追従性・耐震性、等に優れた「PE100

認証取得樹脂」を使用した「第三世代高密度ポリエチレンパイプ」であることと、接合方法に信頼性の高い

ＥＦ（エレクトロフュージョン）接合及びＢＦ（バットフュージョン）接合を採用したことを大きな特長と

しています。

1.1　第三世代高密度ポリエチレンとは

1.1.1　ポリエチレンの分類

　一般にポリエチレン樹脂はその密度により、低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチ

レンの３つに大別されます。また近年、パイプ用途の材料については、ISO 9080＊1 に定められた方法で求

めた長期静水圧強度をもとに分類する方法が主流となっています。これは内圧クリ－プ試験（任意の一定内

圧を負荷したパイプを一定温度で保持し、パイプが破壊するまでの時間を測定する試験）で得られたデ－タ

から、20℃で 50 年間使用可能な一定応力値を予測し、その値によって、グレ－ド分けする方法です。（表

-1.1 参照）

表-1.1　長期静水圧強度に基づくポリエチレンの分類
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1.1.2　ポリエチレンの発達の歴史

　密度による分類と長期静水圧強度による分類の両方の観点から、パイプ用途ポリエチレン樹脂の発達の歴

史を図示すると、表-1.2のようになります。管に使用しているHPPE/PE100 は、発達のステップから「第

三世代高密度ポリエチレン」と呼ばれ、1989 年にヨ－ロッパで開発されて以来、その高い長期静水圧強度

（MRS＝10MPa）により配水管用材料として急速に普及が進んでいます。またHPPE/PE100 は、各基本性

能の高さとバランスの良さから、密度による分類の枠を越えた新しいカテゴリーを創造したと高く評価され、

高性能ポリエチレン（HPPE：Higher performance polyethylene）と称されています。

表-1.2　ポリエチレンの発達の歴史
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1.1.3　第三世代高密度ポリエチレンの基本性能

　ポリエチレン樹脂のもつ性能は、分子量と分子量分布および結晶構造により大きく左右されます。第三世

代高密度ポリエチレンHPPE/PE100 の開発では、これらの点について次のような改良が行われました。

　（1）分子量と分子量分布（図-1.1 参照）

　　　①分子量領域を増加することで、長期静水圧強度と耐環境応力き裂性を向上。

　　　②低分子量領域をある程度確保することで、耐衝撃性を向上、かつ適度な柔軟性を確保。

　（2）結晶構造（図-1.2 参照）

　　 　結晶構造をつなぐタイ分子を増加することで、結晶部どうしの間でき裂を生じにくくさせ、長期静水

圧強度、耐環境応力き裂性を向上。

　このように開発されたHPPE/PE100 は、長期静水圧強度や耐環境応力き裂性、耐衝撃強度などの性能を、

高次元で融合することに成功しています（図-1.3 参照）。

図-1.1　HPPE/PE100 の分子量分布（イメ－ジ） 図-1.2　HPPE/PE100 の結晶構造（イメ－ジ）

図-1.3　管の基本性能
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1.2　ＥＦ接合とは

　ＥＦ（エレクトロフュ－ジョン）接合とは、内面に電熱線を埋め込んだ継手に管をセットした後、コント

ロ－ラから通電して電熱線を発熱させ、継手内面と管外面の樹脂を加熱溶融して融着することで組織的に一

体化させる接合方法です。

図-1.4　ＥＦ接合のメカニズム
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1.3　ＢＦ接合とは

　ＢＦ（バット融着）接合とは、接合する管や継手の両端面を、加熱されたヒータに同時に密着させて樹脂

を加熱溶融した後、加圧しながら突き合わせて圧着することで組織的に一体化させる接合方法です。

　施工方法の詳細は『5．施工』をご参照ください。

　なお、ＢＦ接合は、内面にも凸部が生じます。僅かですが圧力損失がありますのでご留意ください。

管のＢＦ接合

図-1.5　ＢＦ接合
継手のＢＦ接合
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1.4　管の特長

　　管は次のような特長を有しています。

1．施工性に優れる

　　 金属管と比較して軽量のため取り扱いが容易で

す。また可とう性があるため、埋設部では直管

による曲げ配管ができ、曲管の使用が少なくて

済みます。

2．耐食性・耐酸性に優れる

　　 第三世代高密度ポリエチレンHPPE/PE100 を

使用しており、優れた耐食性を維持できます。

腐食や赤水の心配はありません。

3．長期耐久性を確保

　　 第三世代高密度ポリエチレンHPPE/PE100 は、

20℃で 50 年管使用した場合の周応力が 10MPa

以上有しており、内圧 1.6MPa で 50 年後にお

いて安全率 1.25 の設計強度を有しています

（SDR11 の場合）。

4．耐震性

　　 柔軟で伸びが大きい材料特性と、管と継手が組

織的に一体化構造となるＥＦ接合又はＢＦ接合

により、レベル２地震動だけでなく、地割れや

段差などにより生じる地盤変状に対しても、管

路機能を損なうことなく追従する性質を有しま

す。

5．信頼性の高い接合部強度

　　 ＥＦ接合又はＢＦ接合により組織的に一体化構

造となり、信頼性の高い接合部強度が得られま

す。

6．水理特性に優れる

　　 呼び径に近い内径寸法を採用しているため、優

れた流量特性を維持しています。

7．耐摩耗性に優れる

　　 他のプラスチック管材と比較して、耐摩耗性に

優れています。

8．その他の特長

　　 耐薬品性、耐衝撃性、耐寒性など、従来のポリ

エチレン管の特長をそのまま継承しています。

　　また、耐候性に優れる為、露出配管も可能です。
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　管は、次のような用途の配管材として使用可能です。

表-2.1　管の主な用途

工場冷却水管

原水管

図-2.1　管の用途例

工場排水管

融雪管
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3.1　管および管継手品目表

　管および管継手の品揃えは表-3.1 ～ 3.4のとおりです。

表-3.1　管および管継手品目表　SDR11（公称外径 25 ～ 630）
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表-3.1 のつづき

表-3.2　管品目表　SDR13.6（公称外径 75 ～ 800）
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表-3.3　管および管継手品目表　SDR17（公称外径 75 ～ 800）

表-3.4　管品目表　SDR21 ～ 33（公称外径 75 ～ 800）
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3.2　管・管継手の寸法

3.2.1　管の寸法

　管の寸法は表-3.5から表-3.8のとおりです。

表-3.5　管の寸法　SDR11 ～ SDR33

a

b

c
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表-3.6　管の寸法　SDR11,SDR13.6

a

b
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表-3.7　管の寸法　SDR17,SDR21

a

b
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表-3.8　管の寸法　SDR26,SDR33

a

b
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3.2.2　管継手の寸法

　ＥＦ継手受口部の寸法は表-3.9、およびＳＰ継手の挿し口部の寸法は表-3.10のとおりです。

表-3.9　ＥＦ継手受口部の寸法
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表-3.10　ＳＰ継手挿し口部の寸法
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3.3　性能
3.3.1　性能規格値
　管および管継手の性能規格値は表-3.11のとおりです。

表-3.11　管および管継手の性能規格値（ISO 4427 準拠）

《性能試験写真》

引張試験（試験前） 引張試験（試験中）

内圧クリープ試験（規定の時間で漏れ，破損なし）
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4.1　基本物性

　管の基本物性を表-4.1に示します。

表-4.1　基本物性（PE100）
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4.2　引張特性
　引張試験により求まる管の破断伸びは約 500 ～ 800％＊1、また管路機能面から見て実質的な最大伸びにな
ると考えられる降伏ひずみは約8～11％＊1です。さらに降伏点の応力、ひずみともひずみ速度の変化に対し、
大きくは変化しません。これは地震時の地盤変位吸収能力算定の面で非常に有利な特性であると言えます。

4.3　クリープ特性
　管の内圧クリープ曲線を図-4.2に示します。
　PE100 のグレード名の由来どおり、20℃・50 年後のフープストレスの 97.5％信頼下限値σLPL が 10.0MPa
以上となります。さらに従来の高密度ポリエチレン管とは異なり、クリープ線上に屈曲点は現れず、脆性破
壊領域が無いという優れた耐クリープ性を有しています。

図-4.1　引張試験結果
　　　※ 1：この値は規格値ではありません。

図-4.2　内圧クリープ曲線
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4.4　機能試験結果

　軟弱地盤や地震による地盤変位など、非定常な外力が加わった場合の管路の挙動を各種機能試験で評価し

ました。

注： この試験は、地震などの非定常状態での管路の挙動を調べるためのものであり、無理な外力が加わった

状態で長期間使用できることを保証するものではありません。施工に際しては、「5．施工」に記載の

事項をお守りください。

4.4.1　引張試験

　（1）目的

　　　管路に引張が加わった場合のＥＦ接合部およびＢＦ接合部の強度を確認します。

　（2）方法

　　　 管同士をＥＦソケットで接合した供試体および管同士をＢＦ接合した供試体を、25mm/min の速度

で降伏まで引張り、降伏時の状態を確認します。

　（3）結果

　　　各供試体とも、管体は降伏したがＥＦ接合部およびＢＦ接合部に異常はありませんでした。

　（4）考察

　　　 本試験により、引張に対するＥＦ接合部およびＢＦ接合部の強度が管体と同等以上であることを確認

しました。

図-4.3　引張試験
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4.4.2　偏心へん平水圧試験

　（1）目的

　　　管路に偏心へん平が加わった場合のＥＦ接合部およびＢＦ接合部の耐水圧性を確認します。

　（2）方法

　　　 ＥＦ接合部およびＢＦ接合部近傍の管を外径の 30％偏心へん平させた後、水圧 2.5MPa を加え、その

まま２分間保持し、漏れ、その他の欠点の有無を調べます。

　（3）結果

　　　各供試体とも、漏れ、その他の欠点はありませんでした。

　（4）考察

　　　 本試験により、埋設時の不陸（基礎の空洞）や不等沈下により管路に過度のへん平が発生した場合で

も、ＥＦ接合部およびＢＦ接合部が耐水圧の性能規格を満足することを確認しました。

図-4.4　偏心へん平水圧試験
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4.4.3　曲げ水圧試験

　（1）目的

　　　管路に曲げが加わった場合のＥＦ接合部およびＢＦ接合部の耐水圧性を確認します。

　（2）方法

　　　 管同士の仰角が 30°以上になるように供試体を固定した後、水圧 2.5MPa を加え、そのまま 2分間保

持し、漏れ、その他の欠点の有無を調べます。

　（3）結果

　　　各供試体とも、漏れ、その他の欠点はありませんでした。

　（4）考察

　　　 本試験により、不等沈下などで管路に過度の曲げが発生した場合でも、ＥＦ接合部およびＢＦ接合部

が耐水圧の性能規格を満足することを確認しました。

図-4.5　曲げ水圧試験
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4.5　耐震性
　地震時に想定される地盤変動を受けた際に、管およびＥＦ接合部が「日本水道協会：水道施設耐震工法指
針・解説、2009 年版」に準拠した耐震安全性を有することを確認しました。

　※ 4.5　耐震性　の試験は、全て水道配水用ポリエチレン管（色：青）での確認結果です。

4.5.1　管軸方向引張試験
　（1）目的
　　　 地震時における地盤変位によって、管の管軸方向への引張力が作用した際の管体応力と管体歪みの関

係を求め、管の降伏歪みが地震時に想定される最大地盤歪み 2％以上であることを確認します。

　（2）方法
　　　 図-4.6に示すように、供試管の片端を反力壁に固定し、他端に油圧式アクチュエータで一定速度の管

軸方向強制変位を作用させます。

　（3）供試管
　　　公称外径 90、SDR11、長さ 1500mm

　（4）測定項目
　　　引張変位：載荷点（アクチュエータからの出力）引張荷重：載荷点（ロードセル）

　（5）条件
　　　引張速度：2.5cm/s、20cm/s、40cm/s、100cm/s
　　　変位：40cm（引張速度が 100cm/s の場合は 20cmおよび 40cm）
　　　試験温度：12.5 ～ 15℃および 23℃

　（6）結果
　　　 試験結果を図-4.7に、試験の状況を写真「管軸方向引張り試験の状況」に示します。管の降伏歪みは、

バラツキがあるものの約 8～ 11％であり、地震時に想定される最大地盤歪み 2％以上であることを確
認しました。

図-4.6　管軸方向引張り試験
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歪みの範囲が 1％以下であれば弾性範囲であると考

えられます。1％以下の範囲での引張り歪み－応力

関係から、試験データの下限値を採用し、

弾性係数をE＝1 000MPa とします。

4.5.2　管軸方向圧縮試験

　（1）目的

　　　 地震時における地盤変位によって、管の管軸方向への圧縮力が作用した際の管体応力と管体歪みの関

係を求め、管の降伏歪みが地震時の地盤歪み以上であることを確認します。

　（2）方法

　　　 図-4.8に示すように、供試管に万能試験機（オートグラフ）で一定速度の管軸方向強制変位を作用さ

せます。

図-4.7　管軸方向引張り試験の結果

管軸方向引張り試験の状況
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　（3）供試管

　　　公称外径 90、180、SDR11、長さ 500mm

　（4）測定項目

　　　圧縮変位：載荷点（万能試験機の出力）

　　　圧縮荷重：載荷点（ロードセル）

　（5）条件

　　　圧縮速度：10mm/min ～ 250mm/min

　　　変位：10cm

　　　試験温度：23℃

　（6）結果

　　　 試験結果を図-4.9に、試験の状況を写真「管軸方向圧縮試験の状況」に示します。管の降伏歪みは、

引張り時と同様に約 8～ 11％であり、地震時に想定される最大地盤歪み 2％以上であることを確認し

ました。

図-4.8　管軸方向圧縮試験

管軸方向圧縮試験の状況（公称外径 180）

図-4.9　管軸方向圧縮試験の結果（公称外径 180）
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4.5.3　管軸方向繰返し伸縮試験

　（1）目的

　　　 地震時における地盤振動によって、管の管軸方向への繰返し歪みが作用した際の管体挙動を調べ、管

の耐震性能を確認します。

　（2）方法

　　　 図-4.10に示すように、供試管の片端を反力壁に固定し、他端に油圧式アクチュエータで一定変位　

振幅・一定周波数の繰返し強制変位を作用させます。

　
（3）供試管

　　　公称外径 90、SDR11、長さ 1500mm

　（4）測定項目

　　　伸縮変位：載荷点（アクチュエータの出力）

　　　伸縮荷重：載荷点（ロードセル）

　（5）条件

　　　加振変位：± 1.5cm、± 4.5cm

　　　管軸方向歪み：± 1％、± 3％

　　　加振周波数：1Hz

　　　加振回数：50 回

　　　水圧：0.75MPa

　（6）結果

　　　 図-4.11に± 3％歪み入力時の入力変位、載荷点荷重および最大歪み（管中央部）を示します。各条件、

各供試管ともに、管体のき裂・降伏・過度な変形並びに漏れなどは見られませんでした。

図-4.10　管軸方向繰返し伸縮試験
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4.5.4　地割れ試験
　（1）目的
　　　管路に、大地震時に生じる地割れを想定した管軸方向の地盤変位を与え管路の変形挙動を調べます。

　（2）方法
　　　 図-4.12に示すように長さ 50mの土槽内に供試管をEF接合で配管・埋設し、水圧を負荷した状態で、

土槽中央部に油圧ジャッキで模擬的な地割れを発生させ、供試管の挙動を確認します。

　（3）供試管
　　　公称外径 180、SDR11、長さ 50m

　（4）測定項目
　　　地割れ変位：土槽中央部 2点（変位計）管体歪み：歪みゲージ（管軸方向）

　（5）条件
　　　負荷水圧：0.75MPa 地割れ速度：3cm/s 地割れ幅：50cm

図-4.12　地割れ試験

図-4.11　管軸方向繰返し伸縮試験の結果
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　（6）結果
　　　 測定された管軸方向への歪み分布を図-4.13に示します。50cm の地割れを受けた際の最大発生歪み

は約 3.2％であり、地盤変状に対する許容歪み（6％）以下でした。また、過度な変形や漏れ等の異常
が見られず、大規模な地割れを想定した場合でも、十分な安全性を有していることを確認しました。

4.5.5　段差沈下試験
　（1）目的
　　　 管路に、大地震時に生じる段差的地盤沈下を想定した管軸直角方向の地盤変位を与え、管路の変形挙

動を調べます。

　（2）方法
　　　 図-4.14に示すように、長さ 8mの土槽内に供試管を EF接合で配管・埋設し、土槽底部に設置した

電動式の沈下テーブルを片側 4m分だけ降下させることで模擬的に地盤の段差沈下を発生させて、供
試管の挙動を確認します。

図-4.13　管軸方向歪み分布

図-4.14　段差沈下試験

125 125
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　（3）供試管

　　　公称外径 125、SDR11、長さ 8m

　（4）測定項目

　　　地盤沈下量：土槽底部（沈下装置の出力）

　　　管体歪み：歪みゲージ

　（5）条件

　　　負荷水圧：2.5MPa（沈下終了後に負荷）

　　　沈下速度：2cm/min

　　　沈下量：50cm

　（6）結果

　　　 測定された管軸方向への歪み分布を

図-4.15に示します。最大発生歪み

は段差沈下境界部から沈下側へ約

1mの位置に生じていますが、その

値は50cmの段差沈下時でも約3.0％

であり、地盤変状に対する許容歪み

（6％）以下でした。また、沈下終了

後に 2.5MPa の水圧を 2分間負荷し

たところ、漏れなどの異常は見られ

ませんでした。 図-4.15　管軸方向歪み分布

50cm沈下時の管路変形状況50cm沈下時の地表面
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4.5.6　構造物際貫通部の段差試験
　（1）目的
　　　 構造物を貫通する管路に、段差的地盤沈下を想定した管軸直角方向の地盤変位を与え、管路の変形挙

動を調べます。

　（2）方法
　　　 図-4.16に示すように、長さ 4mの土槽内にコンクリート構造物を貫通させた供試管を埋設し、土槽

底部に設置した電動式の沈下テーブルを降下させることで模擬的に地盤の段差沈下を発生させて、供
試管の挙動を確認します。

　（3）供試管
　　　公称外径 63、SDR11、長さ 4m

　（4）測定項目
　　　地盤沈下量：土槽底部（沈下装置の出力）
　　　管体歪み：歪みゲージ

　（5）条件
　　　沈下速度：2cm/min
　　　沈下量：10cm

　（6）結果
　　　 計測された管軸方向の歪み分布を図-4.17

に示します。
　　　 土被り 60cm以下では管への影響が比較的

小さく、公称外径 63 ～ 250 の中で最も剛
性の低い公称外径 63 でも 10cm の沈下量
で歪みは 3.4％であり、地盤変状に対する
許容歪み（6％）以下でした。

　　　更に、他に実施した実験結果から以下の傾向が確認できました。
　　　　　・ 土被りの影響が顕著に見られ、管への影響を低減させる為には土被りを浅くすることが有効で

あることから、土被りは 60cm以下とする。
　　　　　・ 構造物際にＥＦソケットやベンド等の継手を設置した方が、歪みが大きくなることから、1m

以上、直線部を設ける必要がある（直線部にはＥＦソケットも含まない）。
　　　　　・局所的な変形を低減させる為に、貫通部はゴムシートで保護を行う。

図-4.16　構造物際貫通部の段差沈下試験

図-4.17　管軸方向歪み分布
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4.6　耐薬品性

　管の耐薬品性を表-4.2に示します。

表-4.2　耐薬品性一覧表（ご参考）
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4.7　耐候性

　（1）目的

　　　管の紫外線による影響を確認するために、耐候性を確認します。

　（2）方法

　　　 サンシャインカーボンアーク耐候性試験機にて供試体を照射した後に引張試験を行い、引張降伏強さ

や引張破断伸びの低下の有無を調べます。

　（3）条件

　　　・照射期間　：２年間

　　　・引張試験　：JWWA K 144に準拠

　（4）結果

　　　照射時間を実暴露期間相当に換算した供試体の引張試験結果を表-4.3に示します。

　　　10 年間の屋外暴露に相当する紫外線を照射した場合においても、性能の低下は見られませんでした。

表-4.3　屋外暴露後の引張試験結果
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≪機能試験写真≫

EF接合部引張試験（試験前） EF接合部引張試験（試験後）

BF接合部引張試験（試験前） BF接合部引張試験（試験後）

EF接合部曲げ水圧試験 BF接合部曲げ水圧試験
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5.1　基本事項

　一般用ポリエチレン管および管継手の施工にあたって、とくに留意すべき基本事項は次のとおりです。

　　① 管の取扱いについては、特に管が傷つかないように注意し、引きずったり、アスファルトカット部に

当てたり溝内に投げ込んだりしないでください。また、紫外線、火気からの保護対策を講じてくださ

い。

　　② 埋設時、管周囲は砂基礎とし、石、まくら木などの固形物が直接管に触れないようにしてください。

　　③ 管に直接ねじを切ったり、塗装をしないでください。また現場での加熱加工は厳禁とします。

　　④ 融着作業中は接合部が濡れないようにしてください。水場では十分なポンプアップを行うか、管の柔

軟性を利用して接合部を持ち上げて、接合部が水に接しないようにしてから接合してください。

　　⑤ 既設管との接続で完全に止水できない状態では、メカニカル継手を用いて接続してください。

　　⑥ 雨天時にはテントなどによる雨よけなどの対策を行って接合部が水に漏れないようにしてください。

　　⑦ インジケータは融着面に砂・水等が混入した場合でも隆起するため、インジケータだけでは正常融着

と判断できません。必ず正しい手順（確実な清掃・切削・固定）の実施とコントローラ正常終了の確

認を合わせて行ってください。

　　⑧ 埋め戻し・小運搬は冷却が完了してから行ってください。

　　⑨ 工事を一時中断する場合など、管内に水や土砂が混入しないよう、管端に仮キャップ等を施してくだ

さい。

　　⑩ チーズをあらかじめ地上で接合する場合は、分岐の位置と方向および障害物の有無を十分考慮してく

ださい。また、分岐部からの水や土砂混入防止対策を施してください。

　　⑪ 構造物や障害物との距離が 30cm以上とれないときは防護管を施してください。

　　⑫ 降雨や湧水などによる管の浮き上がりを防止する処置を講じてください。

　　⑬ 管・継手には、テープを直接貼らないでください。ペトロラタム系防食テープ等、テープの種類によっ

ては粘着剤が管に悪影響を与える恐れがあります。

　　⑭ 管をコンクリートやモルタルで巻きたてる場合は、硬化時の温度が 60℃を越えないよう注意してく

ださい。

5.2　取り扱い

5.2.1　運搬

　管や継手の運搬に当たっては次の事項に注意してください。

　　① トラックからの積み降ろしの際など、管や継手を放り投げたりして衝撃を与えないでください。

　　② トラックで運搬の際、管が吊り具や荷台の角に直接あたらないようにクッション材で保護してくださ

い。

　　③ 小運搬のときは、必ず管全体を持ち上げて運び、引きずったり滑らせないでください。
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5.2.2　保管

　管、継手の保管では、製品の変形変色及び劣化を防止するため、次の事項に注意してください。

　　① 管の保管は屋内保管を原則とし、メーカー出荷時の荷姿のままとしてください。現場で屋外保管する

場合はシートなどで直射日光を避けるとともに、熱気がこもらないように風通しに配慮してください。

　　② 管の保管は平坦な場所を選んで、まくら木を約 1m間隔で置き、不陸が生じないようにしてください。

保管方法には目積みなど様々な方法がありますが、保管数量・置場に合わせた適切な方法を選択して

ください。

　　③ 継手の保管は屋内保管を原則とし、現場で屋外保管をする場合はメーカー出荷時の段ボール梱包状態

のままシート等で覆ってください。

　　④ 管、継手とも、洗剤、溶剤、油が付着するおそれのある場所および火気の側（たき火、トーチランプ、

工事用照明ランプ）には置かないでください。

図-5.1　管の横積み方法
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5.3　接合
5.3.1　工具
　（1）接合専用工具
　　　EF接合の場合

　　　BF接合の場合



5．施工

－37－

　（2）現場準備品
　　　施工担当者は以下の清掃用具等をご用意ください。

※ＢＦ接合用発電機については、別途ご相談ください。
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       注意

　　① 融着機はポリエチレン管の融着のみお使いください。その他の目的には使用しないでください。

　　② 融着機の仕様に合った電源を必ずご用意ください。

　　③ 仮設用電源は使用しないでください。他の電気製品との同時使用により、融着中に電圧降下が大きく

なり、融着機が停止する場合があります。

　　④ 溶接機と兼用型の発電機は使用しないでください。融着機の作動不良や破損を起こすことがあります。

　　⑤ 融着機は電子機器であるため、使用する発電機は点検整備を十分に行い、常に定格の回転数、出力電

圧状態で使用してください。

　　⑥ 発電機は融着機専用としてください。融着中に電圧降下が大きくなった場合、融着機が停止する場合

があります。

　　⑦ 発電機によっては出力が不安定になったり、融着を開始すると出力電圧が低下して融着機が作動不良

を起こすことがあります。この場合には発電機の出力電圧を確認するか、または発電機を交換してく

ださい。

　　⑧ 【ＥＦ接合の場合】延長コード（コードリール）のケーブルは 3.5mm2 以上の太さ、30m以内の長さ

のものをご使用ください。

　　　【ＢＦ接合の場合】融着機のメーカーにより異なります。※詳細は別途ご相談ください。

　　⑨ 発電機は必ずアースを設置してご使用ください。

　　⑩ 融着機の使用温度は－10 ～ 40℃です。但し、ＢＦ接合の場合、ヒーターフェイスの温度が低下しな

いようにしてください。

　　⑪ 融着機は、発電機から最低 3m離してください。この距離が維持できない場合、融着時に発電機から

磁場の悪影響を受ける恐れがあります。

　　⑫ ご使用前には発電機の暖機運転を行ってください。ＢＦコントローラも必ず暖気運転を行い、モーター

内オイルを温めてから使用してください。

　　⑬ ＢＦ融着機のご使用にあたっては、指導員による指導を受講された方のみの使用に限ります。
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5.3.2　EF 接合作業フロー

5.3.3　管の切断

図-6.2　ＥＦコントロ－ラ（JWEF200N Ⅱ）の各部名称

?
? ?
? ??
? ??
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5.3.4　接合
　（1）EFソケット・EF継手の接続
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　（2）バット融着接合の場合　　　※詳細は融着機の施工マニュアルをご参照ください。
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5.3.5　フランジ接合

　（1）フランジ接合

　　　ポリエチレン製フランジのボルト標準締付トルク（N･m）

　　　注意事項 

　　　  ボルトは片締めにならないように、対角線上交互に均等に締め切ってください。また、ボルト締め

付け作業が容易かつ確実に行えるように継手掘りを行ってください。

　　　  ボルト、ナットはフランジ公称外径及び種類に適用した太さ・長さ・本数を準備してください。ボ

ルト本数の省略や長さの不足したボルトの使用は絶対に避けてください。

　　　  ボルト締めをする前に、パッキンがフランジに対して正常に接触するかどうかを確認してください。

軸心がズレて未接触部分があると漏水、ボルト片締めの原因になるので注意してください。

　（2）フランジの接続について

　　　フランジ接合を行う場合は、組み合わせに注意してください。

　　　①フランジの組合せ
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　　　②他管種や仕切弁との接続

　　　　公称外径 350 以上のフランジ接合を行う際には、以下のような両端のフランジ径が異なる変換

　　　　フランジ短管が必要です。
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5.4　布設

　管の柔軟性と軽量性を活かし、現場状況に応じた効率的な布設を行うことができます。以下に布設方法の

例を示します。

　（1）長尺管の製作と陸付け配管

　　　① 公称外径が小さい場合、管路形態、現場状況及び管の重量を考慮して、地上の作業場で直管を数本

EF接合した長尺管を製作します。

　　　② 掘削幅や水場により溝内での作業が困難な場合は、管の柔軟性を活かして溝内から既設の管端を引

き上げて陸付け配管を行います。その際、引き上げた管がアスファルトカット部等に当らないよう

注意してください。

　（2）曲げ配管

　　　① 曲げ配管の最小半径を表-5.1に示します。表中の数値より小さい場合はベンドを使用してください。

　　　② 曲げ配管部におけるEFソケット接合作業は極力避けてください。曲げ配管部にEFソケット接合

部がある場合には長尺管を製作し配管してください。

　　　③ 曲げ配管部におけるフランジ接合や、フランジ接合部の曲げ配管は避けてください。

　　　④ 人力による曲げ配管が困難な場合は、機械等を利用して適切に曲げ配管を行ってください。

　　　　 表-5.1　曲げ配管の最小半径（m）
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5.5　埋設工事

　プラスチック管路の品質にとって、埋設工事の良否は特に重要な要因となります。以下に埋設工事に関す
る要点を述べます。
5.5.1　掘削
　（1）調査と準備
　　 　道路（公道）に管を布設する場合、道路法に基づき道路管理者に許可を受けるのはもちろん、埋設位
置などについて十分協議することが必要です。配管路線の基本計画が決まれば現地踏査や必要に応じて
試掘などの調査を行い、埋設条件や施工環境を十分考慮した上で施工計画を立ててください。

　（2）土工定規
　　 　管の埋設位置および深さについての注意事項は次の通りとします。
　　　①幅員が狭い道路での布設位置は、車両のわだちの直下になりやすいところを避けます。
　　　②他の地下埋設物と交差、近接するところは、少なくとも 0.3m以上の間隔をとります。
　　　③掘削幅は布設場所の状況により異なりますが、溝内での配管作業が可能である必要があります。

　（3）掘り方
　　　① 溝底は、できるだけ平坦になるように掘削して下

さい。特に機械掘削の場合は、掘り過ぎて波形に
なることが多いので注意するとともに、手仕上げ
を行ってください。

　　　② 土砂崩れの恐れのある所は必ず矢板などの土留工
を行い、安全対策には十分配慮してください。

　　　③ 掘削延長は、その日の路線状況を考えたうえ、当日中に配管・埋め戻しが完了する長さに留めてく
ださい。

5.5.2　基礎工
　（1）溝底の仕上げ
　　 　人力で溝底の凹凸をなくし石、瓦礫、木の根などの固いものは取り除いてください。原地盤の不陸を
平らに仕上げることは、床仕上げの前段階のもので、砂床の層を一定にする意味で大切な作業です。

　（2）溝床仕上げ
　　 　平らになった溝底に良質の砂を敷き、ランマやたこなどで十分に突き固め、砂床の厚さを 10cm以上
になるように仕上げます。特に岩盤地の場合は十分なサンドクッションを施してください。

図-5.3　掘削機械による堀り方

図-5.4　溝床仕上げ
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　（3）付帯構造物周辺の基礎

　　 　構造物付近は不等沈下が発生しやすく、管、継手に大きな応力を発生させることがあるので、構造物

自体の基礎はもちろん、その周辺の管路基礎工には十分注意してください。したがって、通常より厚い

砂床を施したり、構造物と連続の栗石やコンクリート基礎を設けたりすることが必要です。

5.5.3　埋戻し

　管の布設後、管が移動しないよう注意しながら砂または細土で 10 ～ 15cm 位ずつ埋め戻し、その都度、

管に十分なじませながら、ランマやたこなどで突き固め、これを繰り返して管の上面、最小 10cm位になる

まで行います。なお砂の場合、管頂まで突き固めた後、水を注ぎ砂の堆積収縮を利用した水締めを行うとよ

り効果的です。その後、数回に分けて埋め戻し土をよく突き固めながら埋め戻して行き、規定の道路構造に

復旧します。

5.6　水圧試験

　（1） 給水栓や空気弁等で管内の空気を除去しながら通水を行います。満水になったら試験区間の弁を閉じ、

水圧計により圧力低下の有無を確認します。

　（2） 常用圧力以上の水圧試験を行うときは、水圧ポンプを接続して加圧します。

　（3） 一般用ポリエチレン管の水圧試験では、次に挙げる理由により、漏水がない場合でも初期水圧値が低

下しますので注意してください。またこれらの影響を最小限にとどめるため、水圧試験は最大 500m

までの区間で実施することを推奨します。

　①管内空気の影響

　　 水中に空気が混入していると水圧低下の原因となります。通水試験では通水時に空気弁等から管内空気

を排出すると同時に、通水流量を調整し空気の水中への混入を避けてください。

　②管の膨張の影響

　　 プラスチックパイプの特性として、水圧試験時に初期膨張が起こり、水圧値が低下します。水圧低下量

は、埋設条件や管径、管路長および初期水圧値により一義的に決めることは難しいと考えられます。図

-5.6に水圧試験の実例を示します。時間経過とともに水圧は非線形に低下します。

図-5.5　埋め戻しの手順（公称外径 125 車道埋設）

※ 点線は土砂投入直後の位置を示す。実線は土砂突固め後の位置を示す。
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【参考】水圧試験方法について

　配水管として使用されるポリエチレン管の水圧試験は、下の方法を推奨しています。本方法は止水栓にソ

フトシール仕切弁（バルブ全閉時の最大差圧）を使用する場合を考慮した条件としております。

　なお、確実な漏水検知には、試験時間：24 時間を推奨しています。

       注意

　通水試験は最後の接合終了後、公称外径 125 以下で最低 30 分、公称外径 160 以上で最低 1時間経過して

から行ってください。

図-5.6　水圧試験例

90 

470m 
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5.7　補修方法

5.7.1　破損部を切断除去する場合（公称外径 250以下）

　補修部分を切り取り、短管を挟んでメカニカル継手＊で両側を固定します。

＊メカニカル継手を使用する際はポリエチレン管に必ずインナーコアを装着してください。

5.7.2　破損部を切断しない場合（公称外径 250以下）

　管を切断せずに漏水を止めるときは、漏水部にフクロジョイントを取り付けます。

5.7.3　公称外径 315以上の補修方法

　公称外径 315 以上の補修継手としては、メカニカル継手及び補修バンドタイプ（ジョージフィッシャー（株）

製）があります。




